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令和 3年 3月 29日改正 



定額補助事業対象者の要件の確認書類 

（１）～（４）の書類の提出が必要です。 

 

（１）新型コロナウイルス感染症の影響を受けたことが分かる書類について 

   ●国持続化給付金や県事業継続支援金など支援策の活用実績があれば可です。 

   （例）証明書となる書類例 

    ・国持続化給付金、県事業継続支援金、県休業要請協力金または小規模事業者持

続化補助金（コロナ特別対応型）の決定関係書類 

・県制度融資（熊本県新型コロナウイルス感染症対応資金、金融円滑化特別資金

（コロナ分））や日本政策金融公庫（コロナ対応資金）の融資実行関係書類 

・セーフティネット４号認定書（市町村発行） 

・固定資産税等の猶予・減免の決定通知 など 

    〇上記の支援を受けられていない場合は、新型コロナウイルス感染症の影響を受

けた月（R2.3～R2.6 のうち任意の１か月）の売上高と比較する前年同月の売

上高が分かる書類（確定申告書別表一の控え、法人事業概況説明書の控え、売

上台帳など）を、余白に会社名を記載し、ご提出ください。 

〇該当する売上高部分にマーカーによる印などを付してください。 

 

  （２）過去数年以内に発生した災害の影響を受けたことが分かる書類について 

   ●次の①～③のうち、いずれかの書類が必要です。 

    ＜事業用資産への被害が証明できる書類＞ 

①（直接被害）平成 28年熊本地震時の罹災（被災）証明書や地震保険を受領し

た証明書 

②（間接被害）取引先の被災が原因で業績が悪化したことを示す書類 

  〇取引先の被災前３か月と被災翌月から３か月の期間における申請者の売上

高が分かる書類（確定申告書別表一の控え、法人事業概況説明書の控え、

売上台帳など）を、余白に会社名を記載し、ご提出ください。 

 （例）平成２８年熊本地震の場合 

被災前３か月は、平成２８年１～３月分となり、被災翌月から３か月は、

平成２８年５～７月分となります。 

〇該当する売上高部分にマーカーによる印などを付してください。 

＜災害からの復旧・復興に向けて国等が実施した支援の活用実績が分かる書類＞ 

③過去数年以内に発生した災害からの復旧・復興に向けて国等が実施した支援

（熊本地震に係るグループ補助金、小規模事業者持続化補助金（熊本地震対  

策型）等）の活用実績が分かる決定関係書類 

 

 



  （３）過去数年以内に発生した災害以降、売上高が２０％以上減少している復興途上

にあることが分かる書類について 

●過去数年以内に発生した災害の被災前３か月と令和２年７月豪雨災害前３か月

（令和２年４～６月分）における売上高が分かる書類（確定申告書別表一の控

え、法人事業概況説明書の控え、売上台帳など）を、余白に会社名を記載し、

ご提出ください。 

（例）平成２８年熊本地震の場合 

被災前３か月は、平成２８年１～３月分となります。 

  〇該当する売上高部分にマーカーによる印などを付してください。 

 

（４）交付申請時において、総資産又は経常利益に占める過去数年以内に発生した災

害からの復旧復興に向けた事業活動に要した債務残高の割合が、業種の企業規

模毎又は全業種の企業規模毎の同割合の平均以上であることが分かる書類につ

いて 

●「定額補助 要件確認様式」により、対象となるか確認をお願いします。 

 〇併せて、「熊本地震等に係る債務を有していることの申出書（金融機関からの

証明有）」を作成し、交付申請時点における「借入金」、「総資産」、「経常利益」

が分かる資料（貸借対照表 等）を提出してください。 

 ※過去数年以内に発生した災害からの復旧又は復興に向けた事業活動に要した

債務を抱えているが、「熊本地震等に係る債務を有していることの申出書（金

融機関からの証明有）」が提出できない場合については、個別に県にご相談く

ださい。 

 


